様式第１号（第５条関係）

嵐山町小規模事業者等賃上げ雇用拡大支援金支給申請書兼請求書

年　　月　　日　
嵐山町長　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　事業所所在地（住所）
　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名及び代表者名又は屋号及び代表者名
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

嵐山町小規模事業者等賃上げ雇用拡大支援金支給要綱第５条の規定により、申
請します。

１　申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　申請額の内訳
	[bookmark: _Hlk140586536]対象者数（Ａ）
	支給単価（Ｂ）
	支給申請額（Ｃ＝Ａ×Ｂ）

	人
	10,000円
	円


[bookmark: _Hlk141973233]※上限金額は10万円です。

３　物価高騰等が事業に与える影響
　現在の事業状況について、主に影響を受けた理由を以下の表から選択し、該当する項目にチェックを入れてください。（複数回答可）
	具体的な内容

	□ 原材料費（仕入高）高騰
	□ 光熱水費高騰
	□ 燃料費高騰

	□ 為替の影響
	□ 物価高騰
	□ 売上・利益率の減少

	その他（自由記入）







　
４　賃金総額増加率
　　賃金総額等を記入してください。
	（増額前）
賃金総額（Ａ）
	（増額後）
賃金総額（Ｂ）
	増額
（Ｃ=Ｂ－Ａ）
	増加率
（Ｃ/Ａ）×100

	円
	円
	円
	％



５　振込先
	金融機関名

	店舗名

	□普通 ・ □当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	名義人
	（フリガナ）

	
	


※ゆうちょ銀行の場合は、「記号番号」は記入せずに、「店名」・「口座番号」をそれぞれ
の欄に記入してください。
※法人の場合は、法人名義の振込先を指定してください。

　６　添付書類
(1) 賃金総額の比較ができる書類の写し
(2) 確定申告書の写し
	法人
	個人

	・直近事業２年分の確定申告書
※別表一
・法人事業概況説明書
	・令和６．７年分の確定申告書
※所得税確定申告書第一表
（青色申告の場合）
・令和６．７年分の所得税青色申告決算書
（白色申告の場合）
・令和６．７年分の収支内訳書


※ 確定申告書について
「電子申請」の場合
申告したことが証明できる資料（受信通知（メール詳細）なども添付してください。
確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記載のあるものについて
は、添付はなくても構いません。
「書面申告」の場合
税務署の受付印があるものを提出してください。
　　　※ (１)で提出している場合は、不要です。
(3) 誓約・同意書（様式第２号）
(4) 振込先口座が分かる通帳の写し
(5) その他町長が必要と認める書類
